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第 5章　 誰がモスルを支配するのか
――奪還作戦の背後で交錯する思惑

吉岡　明子

はじめに

イラクでは 2017年 1月10日現在、モスルの軍事作戦が続いている。2016年 10月半ばに過

激ジハード主義組織「イスラーム国（Islamic State: IS）」からモスルを奪還する作戦が開始され

たとき、ハイダル・アバーディ（Ḥaydar al-‘Abādī）首相は年内のモスル解放を目標としていた。

しかし、それは叶わず、2016年の成果としては、モスル市を二分するチグリス川東岸のおよそ

半分が解放されたに過ぎない。ISの最重要拠点は市の西岸と言われており、作戦終結の見通し

が立たないまま、2017年を迎えた。市内に大勢の民間人が残されていることもあり、予定よりも

作戦の進行が遅れている。とはいえ、ISにもイラクで支配領域を次 と々拡大したかつての勢い

はもはやなく、数か月でイラクにおける最重要拠点であるモスルから追われることになるだろうと

いう見方が支配的である。

モスルが解放され、その後同様にいくつかの地方都市に点在する ISの領土も解放されれば、

テロリストが支配領域を持つという過去数年間の状況が是正され、イラクはいわば「正常化」す

ることになる。しかし、以下に見るように奪還作戦には様々なアクターが関与しており、ISから

の解放は、すなわちイラク政府が国土の支配を取り戻すということを意味しない可能性がある。

本稿では、2016年 10月に始まったモスル作戦に焦点を当てて、そこに関与する様 な々アクター

の思惑を整理し、モスル作戦後の課題を探る。

1．モスル作戦へ至る過程

（1）2016年春にはモスルが射程に

イラクにおける対 IS戦は 2014年央から始まった。それまでにも、「二大河の国のアル・カー

イダ」「イラクとシャームのイスラーム国」等、何度も名称を変えながら活動していた、現在の IS

の前身にあたる組織は、イラク各地でテロ事件を頻繁に起こしていた。しかし、あくまで隠れ家

に潜伏しながらテロ活動を行う地下組織であり、イラクに多数存在する反政府武装勢力の一つ

に過ぎなかった。しかし、この組織は 2014年 6月にモスルを含む多くの土地からイラク軍を駆

逐し一定の支配領域を築くと、イラクとシリアにまたがるカリフ国家の樹立を宣言して、世界を

驚愕させた 1。ごく初期には他の反政府武装勢力やイラクのスンナ派政治勢力の一部も、これを

イラク政府に不満を抱くスンナ派住民による反政府抵抗活動の成功と位置付けて歓迎したもの

の、ほどなく ISは他の勢力を軍事的に駆逐し、従わない者を容赦なく殺害する恐怖支配で住

民を統治し始めた。それに伴って、ISの興隆を一種の政治革命とみなす声はしぼみ、ISを掃討
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する対テロ戦争がイラクにおける最重要課題となった。

ISは当初はモスルから南進したものの、首都バグダードを陥落させるには至らず、2か月後に

は方向転換してモスルから北に向けて進軍し、さらに領土を広げた。それを受けて、2011年末

にイラクから完全撤退していた米軍が再びイラクに復帰し、2014年 8月から空爆を開始した。

地上では、イラク軍、自治区であるクルディスタン地域の軍隊ペシュメルガや、シーア派民兵を

中核とする義勇兵の軍事組織である人民動員部隊（Popular Mobilization Unit: PMU）などが

ISとの戦闘に従事し、徐々に ISから町を解放していった。ISは 2015年 5月にラマーディを陥

落させたものの、それ以降は新たな領土拡張に成功しておらず、防戦一方となっている。

北部戦線を担うペシュメルガにとって、2015年 11月のスィンジャール奪還により、ISに奪わ

れたクルドの土地は、モスル近郊の村を残すのみとなった。南部から ISと対峙するイラク軍お

よび PMUは、2015年 11月にサラーハッディーン県ベイジまで北上した 2。そして同年末にラマー

ディ、2016年 4月にヒートを奪還したことによって、イラク西部のアンバール県の主要都市もシリ

ア国境地帯を除いて一定の戦果を挙げた 3。こうした状況によって、2016年春頃には、ISの最

重要拠点であるモスル奪還が現実的な目標として浮上し、イラク政府は周辺地域の攻略を目指

したニナワ県の軍事作戦に着手し始めた。

（2）モスル作戦への地ならし

イラク政府の治安機関がモスルを奪還するにあたって、地理的な制約が問題となった。とい

うのも、モスルの周囲 20～ 30kmの地点を北西から南東にかけて包囲していたのは基本的に

ペシュメルガであって、イラク軍の 2016年春時点での北端の拠点であるベイジは、モスルから

150kmほど離れていたからである。

クルドは基本的に、自分たちの支配領域であるクルディスタン地域にイラク政府の治安部隊が

入ることを認めていない。かつて反政府武装勢力であったペシュメルガは 2003年以降、憲法に

則った自治区の軍事組織として、イラク軍と協力する立場にある。しかし、将来的に独立国家

になることを目指すクルドにとって、イラク軍は依然として仮想敵でもあり、イラク政府が指揮す

るイラク軍や連邦警察との協力関係はあくまで自治区の境界付近のみに限っている。そして、イ

ラク政府にとっては、国内の治安悪化や新生イラク軍の再建に手間取る中、クルディスタンを軍

事的に統合する余裕はなかった。

モスルは、歴史的に大勢のクルド人が暮らしてきた町ではあるものの、同時にアラブ・ナショ

ナリズムのシンボル的な位置づけにある。そのため、クルド人の間には、もはやモスルはクルディ

スタン地域の一部ではないという意識がある。仮に独立国家になるべく国境線を確定するとした

ら、モスルはそこに含まれないという暗黙の了解がクルド人の間にはあり、そこが自分たちの土

地ではないのならば、ISから解放するためにペシュメルガ兵士の血を流す必要はないという結論

になる。とはいえ、約 1,000kmの前線を挟んで ISと対峙し続けることには治安上のリスクが大
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きい。そうした事情から、モスル作戦の実行に向けてイラク軍を支援するため、ペシュメルガの

単独支配地域への展開を許可するという異例の対応となった 4。

2016年 2月には、エルビル県南部のマフムールにイラク軍の臨時基地が設置され、イラク軍

兵士 4,500名が駐留した。そこを拠点に 3月から、モスルがある西方に向かって小規模な町

や村の解放を目指した軍事作戦が開始され、8月にはニナワ県カイヤーラ、9月にはサラーハッ

ディーン県シルカートが解放された。

この間、モスル作戦の本格的な実施に向けてさらなる調整のために影響力を発揮したのは米

国政府だった。4月からブレット・マクガーク（Brett McGurk）対 IS米大統領特使が、首都バグ

ダードとクルディスタン地域の主都エルビルとの間のシャトル外交を行って、両者の間の調整役を

担った。その結果、8月には、キルクーク油田の輸出原油 15万バレル／日をイラク政府とクルディ

スタン地域政府（自治政府の名称。Kurdistan Regional Government: KRG）との間で折半する

こと、同時に、ペシュメルガ支配地域をイラク軍のモスル攻撃のために使用させること、ペシュ

メルガ自身はモスル市内に進軍しないことが合意されたという 5。つまり、イラク政府は財政的

に逼迫していた KRGに一定の支援を提供することと引き替えに、軍事作戦への後方支援を得

たことになる 6。これにより、10月以降モスル北方から東方にかけて数万のイラク軍兵士が大規

模に展開し、10月17日の作戦開始に至った。モスル作戦の地ならしとなる政治合意を締結す

るにあたって、米国政府が果たした役割は注目に値しよう。

2．モスル奪還作戦に関与するアクター

モスル作戦が開始されて半月ほどで、部隊は郊外の村を解放してモスル市内へと迫った。米

国政府を中心とする連合国からの空爆支援を受けながら、戦闘の前線には首相府直轄のエリー

ト部隊である対テロ部隊（Counter Terrorism Service: CTS）が展開し、それをイラク軍が補佐

するという形になっている。アバーディ首相は、モスル奪還作戦はあくまでイラクの正規治安部

隊のみが行う旨を繰り返し強調しており、市街戦が始まって 2か月の時点では、その方針は守ら

れている。しかし、モスル作戦への関与を表明している組織は正規治安部隊に限られない。以

下では、モスル作戦に関わっているアクターとその役割や思惑を明らかにする。

（1）米軍

イラク戦争から 8年に及んだ米軍のイラク駐留は 2011年末に終了した。その時点でもイラク

軍の再建は道半ばであり、訓練要員を残す必要性が検討されていたが、当時のイラク政府は主

権の完全回復という政治的パフォーマンスを最優先して、3年後の完全撤退を謳った 2008年の

地位協定の履行を強く主張し、米軍は撤退することになった。しかし、その後 2013年頃から

徐々にイラクの治安は悪化し、2014年に ISに領土の一部が奪われるに至って、再度米軍に支

援を求める結果になった。現在、米軍は約 5,000名をイラクに派遣しているが、イラクと米国双
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方とも地上部隊の再派遣は望んでおらず、米軍は主として空爆とイラク軍の訓練に携わっている。

ただし、特殊部隊は一部、空爆誘導や人質救出作戦などのために前線にも展開しており、2014

年以来 4名の死者を出している。モスル市内にもイラク軍の支援のため 450名ほどの米軍が入っ

ていることを国防総省が認めている 7。

イラク軍にも空軍があるが、1990年代以降機能していなかったこともあって、再建は遅れて

いる。したがって、精度の高い米軍の空爆支援は軍事的に大きな意味を持つが、同時に米国

政府の政治的な役割も重要である。2011年末の米軍撤退以降も、米国政府はバグダードに世

界最大規模と言われる巨大な大使館を維持しているが、その政治的な存在感は大きく減少した。

イラク国内のことはイラク人が責任を持って取り組むべきという同政府の対イラク政策の反映と見

られるが、その結果、第三者の立場からイラク政界で協調と妥協を強いる仲介者が不在となっ

たことは、マーリキ（Nūrī Kāmil al-Mālikī）首相（当時）の権力掌握と国内の亀裂悪化の一助

となり、イラク政治にプラスの影響をもたらさなかった。2014年以降、上述のように、イラク政

府とKRGとの間でシャトル外交を行って合意を取り付けるといった、米国政府の政治的な存在

感が増したことは、米軍駐留の副産物と言える。しかしながら、モスル奪還作戦が終われば、

トランプ（Donald Trump）新政権の下で米国政府がイラクの安定化にむけて引き続き政治的に

関与を続けていく可能性は低いだろう。

（2）イラク軍と PMU

イラク軍は、2014年に ISの攻撃を受けて大勢が逃亡し、また殺害されたことによってその兵

力を低下させた。推計では、2009年11月時点で 21万人だったイラク軍兵士は 2015年1月には4.8

万人まで減少した 8。2003年に旧イラク軍が解体された後、新軍の形成が進み人数は増えていっ

たが、多大な軍事支出にもかかわらず、汚職、旧軍兵士と新兵の関係の不和、政治家による軍

の私物化などの問題に直面し、国家建設の迷走とも相俟って、国土を守ることのできる軍を再

建できていなかったことが、2014年の ISの攻勢で明らかになった。

過去 2年余りの間、改めてイラク軍の再建が行われているが、対 IS戦の最前線のほとんどを

ごく少数の CTSが担っていることに見られるように、イラク軍全体の底上げがどれほど進んでい

るかは疑わしい。また、2014年にスンナ派住民の多い地域でイラク軍が瓦解したことも影響して、

今ではイラク軍の 75%、内務省の 70%をシーア派が占めると言われている 9。

その一方で、シーア派住民の間では、テロリストに領土を支配されるという国難に直面して、

イラク軍に参加するよりも義勇兵として戦場に向かう者が目立った。そうした義勇兵で組織さ

れた PMUは、シーア派民兵組織を中核として今では 6～ 8万の規模とみられ、そのうち1～

1.5万はイランの革命防衛隊（Islamic Revolutionary Guard Corps: IRGC）との関係が強い 10。

2016年 11月には、PMUをイラクにおける治安部隊の一つと見なす旨の法律が成立した。

モスル作戦においては、CTSを含むイラク軍がモスル郊外から市街地へと進軍する一方、
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PMUはモスル西方のタルアファル方面へ向かった。理由の一つは、もともとタルアファルの人口

の約半分はシーア派トルコマン人であったことから、シーア派住民の保護という側面があり、また、

一部には、タルアファルがシリアに繋がる幹線道路上にあることから、陸路のルートを確保して

おきたいイランの意向が背景にあるとも言われている。さらに、領土を拡張させるペシュメルガ、

あるいは影響力拡大を狙うトルコへの牽制という意味合いもあるだろう。PMUは、首相の意向

に従いモスルの市街戦には直接的に関与していないが、ニナワ県にはそのプレゼンスを確保して

いる。

（3）ペシュメルガ

ペシュメルガは、モスル作戦の開始にあたってイラク軍と共に前進し、主としてモスル郊外の

クルド人が多い村の解放に従事したが、モスルの市街戦には直接的には関与していない模様で

ある。

前述の通り、クルドの政治勢力はモスルそのものを軍事的に支配することを重視していないが、

モスルおよびそれを中心とするニナワ県の将来には大きな関心を抱いている。というのも、ニナ

ワ県には自治区に含むかどうかの法的帰属に決着がついていない係争地が多く残されているか

らだ。そして、そのほとんどを対 IS戦の過程でペシュメルガが実効支配するようになっており、

クルドはこの支配を既成事実化することで係争地問題を有利な形で決着させたいと考えている。

とりわけクルドは、ニナワ県北部やヤズィーディ教徒が多いスィンジャールなどは、ニナワ県から

分割した上で自治区に併合したいという意図を持っていたが、イラク議会は 9月末に、ニナワ県

の県境を維持する決議を可決して対抗している。

マスウード・バルザーニ（Mas‘ūd Barzānī）KRG大統領は、2016年 10月のモスル作戦開始

後のペシュメルガ展開地域はともかく、「モスル作戦前の防衛ラインについては交渉不可」とい

う姿勢を公言しており 11、領土問題はモスル作戦後の火種の一つとなることが予想される。

クルディスタン地域内部の政治対立や原油価格の下落に伴う経済状況悪化の影響で、近い将

来にイラク・クルディスタンが独立するという可能性はなくなっている。だが、それはイラク国家

に留まることを能動的に選んだことを意味しているわけではなく、長期的な目標としてのクルドの

独立志向は今後も変わらないであろう。したがって、ペシュメルガの支配地域は将来的な国境

の確定に影響を及ぼし得る問題と認識されている。

なお、ペシュメルガは ISから解放された村において、ISとの関係が疑われるとの理由で、家

屋を破壊したりスンナ派住民の帰還を阻んだりしていることが人権団体から指摘されている 12。

同様のことはシーア派民兵も行っていると報じられており 13、対 IS戦が各地の人口構成や土地

の帰属問題にも影響を与えている。
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（4）スンナ派治安組織

さらに、モスル作戦のアクターとして地元住民を中心に組織されたスンナ派の治安組織も存在

する。こうした、イラク軍に参加しているわけではないが、政府側に立って対 IS戦の一翼を担

う武装組織をスンナ派住民が組織するというケースは、アンバール県など他の地域でも頻繁に見

られる現象である。2000年代半ばに部族が反アル・カーイダで結集して自警団的な役割を果た

したサフワ（覚醒評議会）がその原型といえる。

イラク軍が、モスルを始めスンナ派住民の多い地域でその役割を十分に果たせてこなかった

という過去の経緯から、治安維持には一定の地元の支持が不可欠であり、そのためには治安

維持機能を含めた分権化が必要という認識がイラクに存在している。しかし、県知事が指揮す

る県単位の治安部隊として国民警備隊を組織するという法案はシーア派の反対で実現しなかっ

た。それでも 2014年以降、イラク軍に付随する形でイラク政府や米軍が装備を提供している組

織、PMUに組み込まれている組織、あるいは単なる地元組織、トルコが支援しているアスィー

ル・ヌジャイフィ（Athīr al-Nujayf ī）前ニナワ県知事が率いる組織など、複数の形態のスンナ派

治安組織が立ち上がっている 14。こうした様 な々スンナ派治安組織が事実上、国民警備隊の代

替として機能することが期待されており、トニー・ブリンケン（Tony Blinken）米国務副長官は

2016年 10月、1.5万人のスンナ派治安部隊の訓練が実施済みで、彼らが解放後のモスルで治

安維持にあたると説明した。しかしながら、異なる指揮系統を持つスンナ派組織が相互にどの

ように協力関係を築き得るのかは不透明だ。

（5）トルコ軍

イラクにおける対 IS戦は、シリアにおけるそれと比べると、国外からの介入が比較的少なく、

国内勢力の争いという側面が強い。それでも、イラク政府が支援を仰ぐ米国とその連合国（特

に英仏）が空爆を行ったり 15、イランがシーア派民兵を後方支援していたり、ロシアもイラク政

府に兵器輸出を行ったりという形で関与しており、トルコもイラクにおける軍事的なプレゼンスを

拡大させようとしている。

2015年 12月には、モスル北方 20kmでペシュメルガが実効支配しているバァシーカにトルコ

軍 1,500名ほどが戦車や重火器と共に到着し、2016年 10月には、トルコ議会がイラクおよびシ

リアへのトルコ軍駐留の 1年延長を決定した。こうした動きに対してイラク政府は強く反発し、イ

ラク議会も同月トルコ軍の撤収を求める決議を採択している。その後もレジェップ・タイイップ・

エルドアン（Recep Tayyip Erdoğan）・トルコ大統領とアバーディ首相との間で、メディアを通じ

た非難の応酬が繰り返された。

ただし、実際にモスル作戦が開始されて以降もバァシーカのトルコ軍がモスルに向けて動き出

した形跡はなく、トルコはモスル作戦への直接の関与は控えている。そして 2017年 1月には、

ビナリ・ユルドゥルム（Binali Yıldırım）・トルコ首相がイラクを訪問し、首脳間でバァシーカの
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問題が話し合われたとのことである。

トルコがイラク政府の反発を受けてまでわざわざバァシーカに駐留し、ヌジャイフィ前ニナワ県

知事が率いる部隊の訓練にあたってきた背景には、トルコのイラクに対する見方の変化がある。

2010年頃までトルコはイラクと比較的良い関係を築いてきたが、その後は、イラク政府に対して

スンナ派を政治的に周辺化し国内融和を実現できていないとの不満を公言することが増えた。

そして、それまで敵対してきた KRGに接近し、イラク政府の反対を無視して原油輸出パイプラ

インの敷設と輸出を支援している 16。これは、トルコがイラク政府を、「シーア派中心でイランの

影響力を強く受け、イラク全土を代表していない」、あるいは「国内の治安維持を実現する意図

や能力を欠いている」と見なすようになった結果であると考えることができる。それゆえにトル

コはイラク政府に頼らない自国防衛の観点からKRGとの関係を強化して、クルディスタン地域

をいわばイラクの過激派からのバッファーゾーンとして機能させ、IS駆逐後のモスルに関しても、

KRGに対して行っているように、一定の影響力を保持したいと考えているのだろう。歴史的に

20世紀初頭まで、モスルがオスマン帝国の一部であったという事実も、トルコがモスルへの影

響力拡大を図る理由の一つとなっている。

もう一つ、トルコがイラクへの関与を強める背景には、トルコにおける反政府武装クルド勢

力、クルディスタン労働者党（Partiya Karkerên Kurdistan: PKK）の存在がある。もともとこの

PKK対策として、トルコは 1990年代からイラク北部に 4カ所の軍事拠点を保持してきたという

経緯がある 17。2013年から始まったトルコ政府と PKKの和解プロセスにおいて、PKKがイラ

ク・クルディスタン地域に撤退して武装解除することになっていたが、2014年の ISによる北部

戦線の拡大に際して、当初敗走したペシュメルガに代わって PKKが前線に展開するようになっ

たことは、トルコにとって和平に逆行する動きと映っただろう。折しも彼らの姉妹組織であるク

ルド人民防衛隊（Yekîneyên Parastina Gel: YPG）がシリアで北部にクルドの自治区を作ろうとし

ていたことにもトルコは神経をとがらせていた。

なお、スィンジャールではヤズィーディ教徒が PKKや YPGの支援を受けてスィンジャール抵

抗部隊（Yekîneyên Berxwedana Şengal: YBŞ）を結成しているが、イラク政府もこうした地元

組織を PMUの一部として支援している 18。そこには彼らをトルコや KRGに対するカウンターバ

ランスにしたいというイラク政府の思惑があると見られる。

おわりに――モスル奪還後の課題

今後、ISが軍事的に駆逐されたとしても、モスルの統治は多難であろう。最善のシナリオと

して考えられるのは、イラクの正規の治安部隊であるイラク軍や連邦警察などが中心となって治

安維持を行い、地元のスンナ派治安組織を地元警察などの形で取り込む、あるいは彼らと一定

の協力関係を構築すること、そしてその上で、クルディスタン地域に避難しているニナワ県知事

がモスルに戻り、県議会を含む地方行政を立て直し、中央政界との協力関係を維持して法と秩
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序を再構築することだと言える。実際、過去 2年以上にわたって ISの苛酷な統治のもとに置か

れていたモスル市民にとって、現在の CTSやイラク軍による IS掃討は、「占領」ではなく「解放」

としてとらえられているとの報道も多い。その意味では、モスル作戦はイラク政府がモスル市民

から信頼を勝ち得る最良の機会と言える。

しかし、果たしてこの「解放」が今後どう推移するかは不透明である。IS戦闘員やその協力

者が他の町に拡散することを恐れて、イラク政府や KRGは避難民を受け入れる際に身元引受

人を求めるなど、厳しい対応を取ってきた。そして、ペシュメルガの支配地域では、クルドの統

治に対して一定の協力姿勢を取らない限り、身の安全が保障されないことがこれまでの対 IS戦

において明らかになっている。イラク政府もまた、非協力的なスンナ派政治家に対して逮捕状を

出し、あるいは協力的な県知事には、仮に県議会が罷免の決定を行っても司法判断を通じてそ

れを覆すなどの手段で、影響力を行使してきた 19。地方政界のスンナ派政治家にとって、イラク

政府との協調は不可欠になっており、こうした状況下では、地元の意見が尊重されていないとい

う不満が出てくることは十分に考えられる。

2014年来、ISはイラクにとって大きな脅威ではあったが、その脅威がバグダードに至ることは

なく、イラクの政治秩序は大きな変化を受けなかった。その結果、イラクにおいて周辺化されて

いるというスンナ派の不満よりも、ISの軍事的脅威への対処が最優先され、政治的解決策はな

おざりにされたままになっている。加えて、避難民の帰還やインフラの再建には何よりも資金が

不可欠だが、イラク政府もKRGも極めて厳しい財政状況にあり、復興事業にまとまった資金を

迅速に振り向けることはほとんど不可能に近い。それは地元住民にとって、自分たちがスンナ派

だからネグレクトされているという被害者意識を生む可能性がある。こうした状況下で、イラク

政府あるいはイラクという国家に、モスルやニナワ県の住民からどれほどの信頼が寄せられ、繋

ぎとめられるかは、難しい状況だと言わざるを得ないだろう。

なぜ、様々なアクターがモスル作戦へ関与しようとしているのかといえば、それは、戦闘の現

場で一定の存在感を示すことが、その後の影響力保持に直結することを認識しているからに他

ならない。モスルの統治において、イラク政府の意向や政策は重要であるが、それは、モスル

やニナワ県に存在する武力を持つ様 な々組織の存在を所与のものとせざるを得ない弱さも抱えて

いる。これは、公的な治安部隊の軍事的な弱さのみならず、政治的な背景も関係している。例

えば、シーア派民兵の一つバドル組織は、その幹部が内相ポストについていたこともあり、一部

は連邦警察に一体化しているといわれる。あるいは、イラク軍の中に存在するほぼクルド人だけ

で構成される旅団などは、事実上ペシュメルガが旅団単位でイラク軍に組み込まれているだけで

あり、その忠誠心がイラク政府にあるかどうかは疑わしい。このように、看板が統一されていても、

その中身は必ずしも一体化していないという問題もある。

PMUにせよペシュメルガにせよ、あるいは地元のスンナ派治安組織にせよ、それぞれがイラ

ク政府の権威と正統性を一定程度認めつつも、時に競合し、軍事的には正規のイラク治安部
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隊を凌駕してきた。PKKやトルコ軍も、イラク政府との協調と競合を繰り返しながら、その軍事

力をイラク国内に展開させているという点は同様である。こうした半公的な諸勢力の存在が、一

定の地理的範囲で影響力を保持し続け、結果的に場所によって異なる統治構造が併存する、す

なわち、フォーマルなアクターとインフォーマルなアクターがそれぞれに秩序や統治の実現に影響

を及ぼすハイブリッド・ガバナンスの様相が今後もモスルとその周辺で展開されていくことが予想

される 20。
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